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　労働基準法第15条第1項及び労働基準
法施行規則第5条において、労働契約の
締結に際して、労働条件を明示すること、
また特定の事項については、書面（労働
条件通知書等）の交付による明示が義務
付けられています。労働者が希望した場
合は、書面の交付によらず、ファクシミ

リの送信、電子メール等の送信により明
示することも可能です。そして労働基準
法第15条第2項では、実際の労働内容が
通知した労働条件と異なる場合、労働者
は事業場との労働契約を即時解除できる
と定められています。

　今回、「厚生労働省令」、「労働基準法
施行規則」、「有期労働契約の締結、更新
及び雇止めに関する基準」、の改正によ
り、2024年4月より、労働条件通知書に
記載しなければならない事項が追加され
ます。
　追加事項の1点目は、「就業場所・業務
内容の変更の範囲」です。これはすべて
の労働者（無期契約労働者だけでなく、
パート・アルバイトや契約社員、派遣労
働者、定年後に再雇用された労働者など

の有期契約労働者も含みます）が対象と
なります。
　労働契約の締結時と有期労働契約の更
新時には、「雇入れ直後の『就業場所』と

『業務の内容』」および「変更の範囲（配置
変更の可能性がある就業場所や業務の範
囲）」を記載する必要があります。「変更
の範囲」には今後の見込みが含まれ、配
置転換、在籍型出向を命じた際の配置転
換先や就労場所・業務が含まれます。一
方で臨時的な他部署への応援、出張・研
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修など、就業場所や業務の内容が一時的
に変更されるケースは含まれません。
　なお日雇労働者についてはQ&Aにお
いて「雇入れ日における就業の場所及び
従事すべき業務を明示すれば足り、『変
更の範囲」を明示する必要はない。（日雇

い労働については、その日の就業の場所
及び従事すべき業務を明示すれば、「労
働契約の期間中における変更の範囲」も
明示したものと考えられる）」とうたわれ
ています。
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※記載例
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　2点目は、有期契約労働者について、
「更新上限（通算契約期間や更新回数の上
限）の有無」と「その内容」、そして契約更
新時に有期契約労働者に「無期転換申込

権」が発生する場合、そのタイミングご
とに無期転換を申込めること（「無期転換
申込機会」）とあわせて「無期転換後の労
働条件」も書面により明示することです。
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　「更新上限の有無」と「その内容」につ
いては特に、①最初の有期労働契約締結
より後、更新上限を設ける場合 、②最
初の有期労働契約締結時に設けた更新上
限を後から短縮する場合、にはあらかじ
め労働者にその理由を説明する必要があ
ります。

　そして「無期転換申込機会」、「無期転
換後の労働条件」の明示は、①無期転換
申込権が生じる契約更新時、②無期転換
申込権の行使による無期労働契約の成立
時、についてそれぞれ行う必要があり、
明示する労働条件は、雇入れ時に交付す
る労働条件通知書の記載事項と同じもの
である必要があります。また「改正雇止
めに関する基準」第5条により、無期転換
後の賃金等の労働条件を決定するに当た
って他の通常の労働者（正社員等のいわ
ゆる正規型の労働者及び無期雇用フルタ
イム労働者）とのバランスを考慮した事
項（例：業務の内容、責任の程度、異動
の有無・範囲など）の説明に努めなけれ
ばならないこととされています。

　今回の改正に際して事業場が求められ
る対応については、1点目の「就業場所・

業務内容の変更の範囲」については、事
業場で使用している労働条件通知書の内
容を精査し、新たに設けられた明示事項
を労働条件通知書に追加する必要があり
ます。なお雇入れ直後の就業場所・業務
から変更がない場合は「変更なし」と明確
に記載しておいた方がいいでしょう。
　2点目の有期契約労働者への「更新上限

（通算契約期間や更新回数の上限）の有
無」と「その内容」、「無期転換申込機会」
及び「無期転換後の労働条件」に対して
は、①有期契約労働者の労働条件に更新
上限を設定しているか確認する、②新た
に更新上限を設ける際は労働条件通知書
に「更新上限があること」と「その内容」
を追加する、等の対応が必要です。特に
上限の設定が必要でなければ、更新回数
や契約期間の上限は設けないのが望まし
いでしょう。また最初の労働契約時に更
新上限を設けていなかったにも関わら
ず、実態として一定期間で雇止めを行っ
たケースが過去にないかを確認し、もし
雇止めの事実があった場合、事業場の業
務内容・勤務形態を見直し、雇止めをす
る必要性があるのかを再検討する必要も
あります。
　労働契約法第17条では、有期労働契約
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においてやむを得ない事由がなければ契
約期間が満了するまで解雇をすることが
できないと定めています。また無期転換
申込権は有期労働契約が通算5年を超え
た場合に発生しますが、労働契約法第18
条により有期契約労働者が無期転換申込
権を行使した場合、事業場はこれを断る
ことはできません。また無期転換申込権
が発生する前に雇止めをすることは、労
働契約法の趣旨に照らして望ましいもの
ではありませんし、有期契約の満了前に
使用者が更新年限や更新回数の上限など
を一方的に設けたとしても、雇止めをす
ることは許されない場合もありますの
で、慎重な対応が必要です。
　今回の労働条件明示ルールの改正に合
わせて、労働契約法及び無期転換ルール
制度の内容についても改めて確認してお
く必要があります。

　また「改正職業安定法施行規則」におい
て、職業安定法上、労働者の募集を行う
などといった場合にも、求職者に対して
労働条件の明示が必要となります。追加
される事項は、改正労基則で追加となる、
①就業場所の変更の範囲、②従事すべき
業務の変更の範囲のほか、③有期労働契
約を更新する場合の基準（通算契約期間
または更新回数の上限を含む）となりま
す。

　厚生労働者ホームページ（https：//
www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32105.
html）にパンフレット、Q&A及び「モデ
ル労働条件通知書」が公開されています
ので、詳細についてはこれらをご確認い
ただければと思います。
　※モデル労働条件通知書には「就業規
則を確認できる場所や方法」の欄が追加

されています（Q&Aにおいて、労基則の
改正に基づくものではなく、施行通達に
おいて、就業規則を備え付けている場所
等を労働者に示すこと等により就業規則
を労働者が必要なときに容易に確認でき
る状態にする必要があることを明らかに
したうえで、モデル労働条件通知書への
欄の追加するもの、とうたわれています）

　今回の制度改正の内容や労働条件明示
がされないなど労働基準法違反と思われ
る場合については、鹿児島労働局監督課

（TEL099-223-8235）若しくは所轄の労働
基準監督署、無期転換ルールに関する事
項や労働契約に関する民事上の紛争につ
いては、鹿児島労働局雇用環境・均等室

（TEL099-223-8239）または所轄の労働基
準監督署で相談を受け付けています。ま
た医師の働き方改革、医療勤務環境改善
マネジメントシステム等に関するご相談
や支援要請は鹿児島県医療勤務環境改善
支援センター（TEL099-813-7731）まで
ぜひご相談ください。
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